
○ 一般競争方式の拡大 ○ 総合評価方式の拡充

公共調達の適正化に向けた取り組み
地方公共団体
の取組み促進

中央建設業審議会ＷＧ中間とりまとめ及び第二次中間とりまとめの実施状況について

○重大･悪質な談合事件の発生 ○ダンピング・不良工事の発生

○国土交通省におい
てWTO以上の工事
について実施

○農水省においても実
施予定

○岩手県、宮城県、埼
玉県、兵庫県、京都
市において実施・実
施予定

○地方公共団体向
け総合評価実施マ
ニュアル、第三者
機関運営マニュア
ルを作成し、地方
公共団体に通知
（H19.3)

○多段階審査方式
については、WTO
政府調達協定の改
定交渉の妥結後、
国内法令へ位置付
ける予定

○入札契約適正化
法適正化指針を改
正し（H18.5)、各発

注者に通知

○CM方式活用協

議会（仮称）の設
立、CM方式モデ

ルプロジェクトの
試行を行うことな
どにより、地方公
共団体のCM方式

の活用を推進

○都道府県等におい
て、入札制度改革
を実施しているとこ
ろであり、その内容
をフォロー

○地方公共団体向
け総合評価実施
マニュアル、第三
者機関運営マニュ
アルを活用し、導
入・拡大を促進

○入札契約適正化
法に基づく要請等
を実施

○機械、設備工事など高
度かつ特殊な分野等に
おいて、詳細設計付発注
方式、設計・施工一括発
注方式といった多様な入
札契約方式を導入
○併せて、発注者の体
制、能力を補完するため
ＣＭ、ＰＭ方式導入を試
行

○一般競争入札の拡大
に対応し同様の特性を
持った建設業者間による
適切な競争環境の整備
が必要
・地域の実情に即し、工
事の態様・規模、建設業
者の特性に対応した適
切な発注標準、入札参
加条件の設定
・地域経済や災害等の
危機管理等地域への配
慮
・特定ＪＶにより行ってい

た難易度の高い工事等
のうちＣＭ、ＰＭ方式で対
応できるものについて導
入を試行

○市区町村向けの簡易
型の総合評価実施マ
ニュアル（施工計画を求
めず、施工実績、工事成
績等により評価を行うも
の）の作成・活用
○入札監視委員会等第
三者機関の運営マニュ
アルの作成・活用

○最低制限価格制度及
び低入札価格調査制度
における失格基準の導
入・活用

多様な調達手段
の活用

低入札対応
建設業者の特性等に応
じた適切な市場の設定

総合評価方式の
拡充等

下記の枠組み案を踏まえ、
当面の具体的な制度設計
を速やかに行った上で、早
期に段階的導入を進め、そ
の実施状況を踏まえながら、
改善と拡充を図ること
○日本型入札ボンド制度の
枠組み（案）
（位置付け）
履行保証の予約的機能を

有するもの
（審査内容）
ボンド引受機関が入札前

に建設業者の財務的な履
行能力を中心に審査し、与
信
（対象工事）
原則として、一般競争入

札案件
（ボンド提出時期）
発注者による資格審査開

始前

○発注者支援のための、
・地方公共団体向けの

総合評価実施マニュア
ルの策定
・国と地方公共団体の

連携による支援機関等
の育成

○第三者機関の設置・

活用促進のための、
・第三者機関の設置・活

用
マニュアルの策定
・苦情処理の対象範囲

の拡大

○多段階審査方式につ
いて
・入札前に競争参加者

を一定の数にまで絞り込
むことが可能となるよう、
国内法令へ位置づけ
（ＷＴＯ協定改定時）

○交渉方式について
・技術提案等の確認や

改善を行うため、発注者
と競争参加者が交渉を
行うことが可能となるよう、
国内法令への位置付け
等を検討

○経常ＪＶについて
・加算措置の廃止
・同一発注機関におけ

る単体・経常ＪＶの同時
登録を認めない
・企業合併等の促進の

観点から、合併計画を作
成させた上で一定の優
遇措置を講ずることを検
討

○特定ＪＶについて
・単体発注の原則、予備

指名の廃止、混合入札
の活用等、運用準則の
遵守の徹底

条件整備（中建審ＷＧ中間とりまとめ（H18.3））

入札ボンド ＪＶ制度発注者支援と第三者機関 多段階審査と交渉

条件整備（中建審ＷＧ第二次中間とりまとめ（H19.3））

背景
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１.　国の機関

機関名 導入時期 対象工事 備考

国土交通省
平成１８年１０月一部
導入

平成１９年度は７億２
千万円以上の全工事

平成１８年度は東北及び近畿地方整
備局で１８件実施
平成１９年度は全地方整備局で２００
件以上実施予定

農林水産省
平成１９年度中一部試
行予定

２億円以上の内、モデ
ルケースとして数件実
施し、順次拡大予定

東北及び近畿農政局で実施

防衛省
平成１９年度以降導入
予定

未定 （検討中）

機関名 導入時期 対象工事 備考

岩手県 平成１９年７月（予定） ２億円以上 平成１９年度１５件程度を予定

宮城県 平成１８年１２月 ３億円以上
（総合評価方式適用工事）

平成１８年度３件実施

埼玉県 平成１８年１２月 ５億円以上 平成１８年度１件実施

兵庫県 平成１９年度中（予定） ２４億１千万円以上

京都市 平成１９年６月（予定） ４億円以上 平成１９年度５～１０件を予定

機関名 導入時期 対象工事 備考

東日本高速株
式会社

平成１９年７月

２４億１千万円以上
（※２４．１億円未満の工事の
うち、契約辞退や契約解除
がなされると事業進捗に著し
い支障があると認められる工
事も該当）

平成１９年度１０件を予定

独立行政法人
水資源機構

平成１９年７月 ２億円以上
（本社発注の工事に限る）

平成１９年度１０件程度を予定

２.　都道府県及び政令指定都市

入札ボンド導入状況について

３.　その他

資料３－２
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首都高速道路株式会社における交渉方式

入札公告

技術提案書等作成説明会

競争参加資格確認

技術提案書及び
工事費内訳書提出

技術提案のヒアリング

技術交渉（２回程度）

１次最終技術提案書及び
１次最終工事費内訳書提出

入札参加者の選定（３者）

詳細工事費内訳書提出

技術・価格交渉

最終技術提案書及び
最終詳細工事費内訳書提出

入札・開札

落札者の決定

入札説明書交付

１
次
審
査

２
次
審
査

【１次審査段階】
最初に提出された技術提案
書を中心に技術的な交渉が行
われる。
交渉後に提出される技術提
案書と提案内容を裏付ける工
事費内訳書の金額による総合
評価方式によって入札参加者
が３者選定される。

【２次審査段階】
１次審査交渉後に提出された
工事費内訳書について更に詳
細なものを提出させ、価格及び
技術的な交渉が行われる。交
渉後に提出される技術提案書
は入札参加者を拘束する。

【入札段階】
２次審査交渉後に提出された
技術提案書に基づき入札が行
われる。ただし、入札価格は最
終詳細工事費内訳書の金額以
下でなければならない。

資料３－３
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◆
趣
旨

国
土
交
通
省
、
地
方
公
共
団
体
、
建
設
業
団
体
が
地
方
公
共

団
体
に
お
け
る
Ｃ
Ｍ
方
式
の
活
用
方
策
を
検
討
・
協
議
す
る
こ
と

を
目
的
と
し
て
、
Ｃ
Ｍ
活
用
協
議
会
を
設
立
す
る
。

◆
構
成

○
学
識
経
験
者

○
建
設
産
業
界

○
地
方
公
共
団
体

○
国
土
交
通
省

◆
内
容

○
Ｃ
Ｍ
方
式
に
よ
る
事
業
の
実
施
状
況
の
調
査

○
Ｃ
Ｍ
方
式
導
入
促
進
に
向
け
た
課
題
の
検
討
と
提
言

○
Ｃ
Ｍ
方
式
の
普
及
・
啓
発

地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
Ｃ
Ｍ
方
式
の
活
用
方
策
に
つ
い
て

Ｃ
Ｍ
方
式
活
用
協
議
会
（
仮
称
）
の
設
立

Ｃ
Ｍ
方
式
モ
デ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
支
援

地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
Ｃ
Ｍ
方
式
の
導
入
を
促
進
す
る
た
め
、
モ

デ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
選
定
し
、
支
援
を
行
う
と
と
も
に
、
実
施
に
あ
た
っ

て
の
諸
課
題
を
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
す
る
。

◆
趣
旨

◆
モ
デ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
対
象
例

土
木
、
建
築
、
設
備
等
の
工
事
に
お
い
て

○
大
規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
や
高
度
な
機
能
を
有
す
る
も
の
な
ど
、
発
注

者
の
経
験
が
少
な
い
工
種
を
発
注
す
る
場
合

○
事
業
が
分
離
・
分
割
し
て
い
る
こ
と
や
事
業
が
錯
綜
し
、
高
度
な
調

整
が
必
要
な
こ
と
へ
対
応
す
る
場
合

○
短
期
的
に
事
業
量
が
増
大
し
た
場
合
や
限
ら
れ
た
工
期
内
で
工
事

を
完
成
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
場
合

等

◆
支
援
内
容

○
Ｃ
Ｍ
Ｒ
を
選
定
す
る
場
合
の
検
討
費
用

○
Ｃ
Ｍ
方
式
の
効
果
検
証
費
用

○
C
Ｍ
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
派
遣
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 ・
Ｃ
Ｍ
方
式
導
入
を
検
討
す
る
た
め
の
経
費
（
Ｃ
Ｍ
導
入
検
討
委
員
会
運
営
経
費
、
委
員
手
当
、
先
例
地
視
察
手
当
等
）
の
支
援

 

・
Ｃ
Ｍ
Ｒ
選
定
の
た
め
の
経
費
（
選
定
委
員
会
運
営
経
費
、
委
員
手
当
等
）
の
支
援

 

・
 Ｃ
Ｍ
導
入
後
、
事
業
完
成
後
に
Ｃ
Ｍ
導
入
の
効
果
を
検
証
 

 

  

・
 地
方
公
共
団
体
等
の
要
請
に
基
づ
き
、
Ｃ
Ｍ
方
式
の
説
明
や
Ｃ
Ｍ
方
式
導
入
の
実
務
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
た
め
、
Ｃ
Ｍ
ア
ド
バ
イ
 

ザ
ー
を
派
遣

 

・
Ｃ
Ｍ
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
派
遣
の
効
果
に
つ
い
て
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

 

  

 ・
Ｃ
Ｍ
方
式
に
関
す
る
地
方
公
共
団
体
の
ニ
ー
ズ
調
査

 

・
Ｃ
Ｍ
、
Ｐ
Ｍ
方
式
や
設
計
施
工
一
括
発
注
方
式
の
事
例
調
査
（
地
方
公
共
団
体
、
海
外
等
）

 

・
Ｃ
Ｍ
方
式
Ｐ
Ｒ
の
た
め
の
セ
ミ
ナ
ー
等
の
開
催

 

   

・
上
記
に
基
づ
き
、
Ｃ
Ｍ
方
式
普
及
へ
向
け
た
課
題
整
理
及
び
促
進
策
を
検
討

 

資
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地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
Ｃ
Ｍ
方
式
活
用
に
係
る
調
査
内
容
等

１
．
Ｃ
Ｍ
モ
デ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
 

２
．
Ｃ
Ｍ
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
派
遣
 

３
．
Ｃ
Ｍ
方
式
に
関
す
る
事
例
調
査
及
び
ニ
ー
ズ
調
査
 

４
．
普
及
促
進
策
の
検
討
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１／３

  

H18.10.1現在 Ｈ１９年度中の予定 Ｈ２０年度以降の予定

平成19年4月6日

総　　   務　 　  省

国  土  交  通  省

未定

検討予定

検討中

検討予定

未定

H１８．１２　から試行済み

他発注者の動向
を踏まえ検討

簡易型の拡大
標準型・高度型の試行

３０００万円以上
（１０００万円以上で一部実施）

１０００万円以上
全ての工事に拡大

３億円以上

５０００万円以上

２億円以上

原則全ての工事

９億円以上

５０００万円以上

１０億円以上

３０００万円以上

他発注者の動向
を踏まえ検討

２００件
（前年度実績の３倍）

７０件

一般競争入札の対象範囲  （※）

５億円以上

４億円以上

１０００万円以上

２４．１億円以上

１０００万円超

２４．１億円以上

１億円以上

２４．１億円以上

Ｈ１９年度
総合評価方式の
導入目標・予定

１８０件

前年度実績と同率
（１６％・件数ベース）
（４５％・金額ベース）

－

　（都道府県)

検討中

－

－

－

茨城県

岩手県

４億円以上

未定

検討予定

２５０万円超

拡大を検討中

原則全ての工事

拡大を検討中

検討中

－

－

目標値検討中

１０００万円超の２０％
（件数ベース）

20件

５００万円以上の
３０％（件数ベース）

１０００万円以上の
実施へ向け拡大

１０００万円以上の７０％に拡
大

（件数ベース Ｈ２０年度）

１０００万円以上の
実施へ向け拡大

Ｈ１８実績より拡大
（５０件）

１５０件

Ｈ１８実績（４８件）
より拡大

１５０件（見込）

拡大を検討中 拡大を検討中

９億円以上

試行件数を拡大

４０００万円以上の
２０％（件数ベース）

１３０件

拡大予定
（範囲については検討中）

３０件

５０００万円以上

５０００万円以上

１０００万円以上の４０％で実施
（件数ベース）

１０００万円以上

４０００万円以上

２５０万円超

２５０万円超

入札ボンドの導入方針

長野県

山梨県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

栃木県

群馬県

埼玉県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

２５０万円超

拡大を検討中

－１億円以上

北海道

青森県

１０００万円以上の実施へ
向け拡大

１０００万円以上の実施へ
向け拡大

H１９．７　から試行予定

H１８．１２　から導入済み

検討予定

他発注者の動向
を踏まえ検討

検討予定

検討予定

検討予定

平成１９年３月２９日現在

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み

電子入札システムの
導入状況・導入予定
（試行導入含む）

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み

Ｈ１９．１０　導入予定

公共工事の入札及び契約の一層の適正化を推進するため、都道府県及び政令指定都市に対し

て、平成１９年度における入札及び契約の適正化に関する取組方針について報告を求めていたと

ころですが、今般、報告の結果（主なもの）を以下のとおり取りまとめましたので公表します。

【結果のポイント】
　○約７割強の都道府県で昨年度(18年10月1日現在)より一般競争入札の対象範囲を拡大
　　（既に原則全ての工事に導入している長野県を除く。）
　○約８割の都道府県において総合評価方式の実施目標を設定
　○入札ボンドの導入は、４県(岩手･宮城･埼玉･兵庫)に拡大（前年度は２県）
　○全ての団体で電子入札システムを２１年度までに導入予定。
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２／３

H18.10.1現在 Ｈ１９年度中の予定 Ｈ２０年度以降の予定

一般競争入札の対象範囲  （※）
Ｈ１９年度

総合評価方式の
導入目標・予定

入札ボンドの導入方針
電子入札システムの
導入状況・導入予定
（試行導入含む）

３億円以上

２５００万円超

１億円以上

１億円以上

１０億円以上

１億円以上

７０００万円以上

１億円以上

２億円以上 ４０００万円以上
１０００万円以上
（実施年度未定）

１００件程度

５億円以上 ３０００万円以上
１０００万円以上
（取組を検証した後：
実施時期未定）

対象工事を順次拡大

１０００万円以上
（H２１年度までに）

検討中大分県 ５０００万円以上１億円以上

３００件

３０件（見込）

課題等を検証しながら
取り組む

－

拡大を検討中

－

－

１０００万円以上に拡大
（H１９年度上半期を検証後

拡大時期決定）

－２５０万円超

３５００万円以上
（１０００万円以上で一部試行）

１０００万円以上

拡大を検討中

拡大を検討中

５０００万円以上

1０００万円以上
(１千万円以上5千万円未満は

１割以上実施)

１０００万円以上
（実施年度未定）

実施割合を拡大

拡大を検討中

H19年度の状況を
踏まえ拡大予定

拡大を検討中

－

簡易型の実施件数拡大
標準型の導入を図る

１億円以上全ての
工事を対象

（拡大を検討中）

約１００件
（全発注件数の５％）

３０件

８０件程度

６０件

愛媛県 ３０００万円以上
８００万円以上に拡大

（H２０年度）

高知県

１億円以上

７億円以上 ５０００万円以上
（土木１０００万円以上で一部実施）

－

検討中

導入予定なし

試行件数拡大

７５００万円以上の
工事を対象とする

４０件（見込）

未定

福岡県 ５０００万円以上
他発注者の動向
を踏まえ検討

広島県

山口県

徳島県

香川県

他発注者の動向
を踏まえ検討

４０００万円以上 １０件以上 検討予定熊本県

検討予定

長崎県 ３０件
他発注者の動向
を踏まえ検討

富山県

岐阜県

静岡県

石川県

未定

検討予定

他発注者の動向
を踏まえ検討

他発注者の動向
を踏まえ検討

検討中

検討予定

H１９年度に導入

他発注者の動向
を踏まえ検討

他発注者の動向
を踏まえ検討

１００件

１０億円以上
５０００万円以上

（２０００万円以上で一部実施）
（さらに拡大を検討中）

拡大を検討中

２億円以上 原則１０００万円以上 １００件程度

１００件

２億円以上 原則全ての工事

２５００万円以上

１１０件

１億円以上
１億円以上

（１０００万円以上で一部実施）
拡大を検討中

５件（H１８実績）
よりも拡大

愛知県

福井県 ７０００万円以上 拡大を検討中

１億５０００万円
以上

拡大を検討中

三重県

他発注者の動向
を踏まえ検討

京都府
２５００万円以上
（府外業者に発
注の場合）

１０００万円以上 －
６件（H１８実績）
を検証の上拡充

検討予定

滋賀県

大阪府 ２４．１億円以上

兵庫県 ３億円以上

１０００万円以上
全ての工事
（H２０年度）

約８０件
（H１８の件数の倍増）

２０００万円以上
平成１９年度の実施状況を
検証し、拡充を検討する。

２０００万円以上 拡大を検討中 未定

和歌山県 ５０００万円以上 拡大を検討中 拡大を検討中 目標値検討中 検討中

奈良県 ２０００万円以上

鳥取県 ２４．１億円以上 ３０００万円以上 拡大を検討中

２億円以上の工事全て
１億円以上の工事５０％

（件数ベース）
検討中

検討中

他発注者の動向
を踏まえ検討

岡山県

佐賀県 ４０件（見込）

６００件
(原則、予定価格２５００万
円以上の工事を対象）

未定

島根県 ４０００万円以上 １０００万円以上

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み

Ｈ１９年度　実証実験予定

Ｈ１９年度　導入予定

導入済み

Ｈ２１年度　導入予定

導入済み

導入済み

Ｈ２１年度　導入予定

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み

導入済み－ ２５０件
他発注者の動向
を踏まえ検討
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資料３－６

３／３

H18.10.1現在 Ｈ１９年度中の予定 Ｈ２０年度以降の予定

　　　　　　※一般競争入札対象金額の下限額が工種ごとに異なる場合には、土木工事の対象範囲を表示している。

H18.10.1現在 Ｈ１９年度中の予定 Ｈ２０年度以降の予定

　　　　　　※一般競争入札対象金額の下限額が工種ごとに異なる場合には、土木工事の対象範囲を表示している。

電子入札システムの
導入状況・導入予定
（試行導入含む）

一般競争入札の対象範囲  （※）
Ｈ１９年度

総合評価方式の
導入目標・予定

入札ボンドの導入方針

１億円以上

１０億円以上

３億円以上

１億円以上 検討予定

沖縄県 ３億円以上 － 3件 未定

H１８年度の試行結果
を踏まえ検討

鹿児島県

宮崎県 ２５０万円以上 － ２０～３０件試行 検討予定

　（政令指定都市)

効果や他県の動向
を踏まえ検討

一般競争入札の対象範囲  （※）
Ｈ１９年度

総合評価方式の
導入目標・予定

入札ボンドの導入方針

札幌市

導入済み

検討中

仙台市

導入済み

５０００万円以上
拡大予定

（下限金額を１０００万円から
３０００万円の範囲で検討中）

２５０万円超
（Ｈ２０年度）

20件

導入予定なし

さいたま市

導入済み

１億円以上 １０００万円以上 － 10件程度試行

H１９年度は導入予定なし

２５００万円以上 拡大を検討中 －

導入済み

１億円以上 ３０００万円以上
１０００万円以上
（H２１年度）

30件

検討中

導入済み

目標値検討中

検討中

川崎市

千葉市

横浜市

導入済み

原則全ての工事 原則全ての工事 － 30～40件試行

検討中

下限金額設定なし
（件数ﾍﾞｰｽで５割実施）

－ 30件程度試行静岡市

導入済み

１０００万円以上 １０００万円以上 － 10件程度試行

未定

名古屋市 導入済み

下限金額設定なし
（競争入札の件数
ﾍﾞｰｽで５割実施）

５０００万円以上
（２５０万円超で
一部実施）

５０００万円以上
（２５０万円超で一部試行）

導入済み

導入済み

導入済み

検討予定
１０００万円以上
に拡大を検討中
（Ｈ２０年度）

30件程度試行

－ 目標値検討中 検討中

大阪市 ２億円以上

京都市
２４．１億円以上及
び技術的難易度
が高い工事

２４．１億円以上 及び
技術的難易度が高い工事

（拡大を検討中）

導入予定なし

導入済み

H20年度　導入予定

H19年度　導入予定

導入済み

導入済み

堺市 １２億円超 － Ｈ１９年度試行予定

７００万円超 検討中－ Ｈ１９年度試行予定

Ｈ１９年度　導入予定

導入済み

電子入札システムの
導入状況・導入予定
（試行導入含む）

神戸市 ２４．１億円以上

６億円超

広島市 ５０００万円以上

１億円以上

－
９件（H１８実績）
よりも拡大

未定－ Ｈ１９年度試行予定

未定

北九州市 ５億円以上

２５０万円超

５億円以上
（拡大を検討中）

拡大を検討中
Ｈ１９年度以降
積極的に実施予定

他発注者の動向
を踏まえ検討

福岡市 ２４．１億円以上
２４．１億円以上
（拡大を検討中）

拡大を検討中 目標値検討中 未定
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１．発注標準・入札参加条件を見直す団体

注）

①

② 一般競争入札の入札参加者数の拡大を行ったうち、

a 地域要件の緩和を行った。

b 発注標準（格付けの区分等）を見直しを行った。

③ 入札参加者を県内企業（県内企業のみで構成する特定ＪＶ含む）に限定する工事の範囲を拡大した。

④ 特定ＪＶと単体の混合入札を導入することとした。（既に導入している団体含む）

⑤ 特定ＪＶ対象工事で、県内企業を構成員に含む条件を付けないこととした。

　※見直すと回答があった団体のうち、
　　　○一般競争入札の対象範囲の拡大開始時期及び見直し内容の詳細について未確定な４団体を除く
　　　○総合点数の変更のみの１団体を除く
　　　○原則全ての工事が一般競争入札である１団体を除く

発注標準を見直すにあたり、工事の規模等に応じ、県内企業同士、県外大手同士といった同
様の特性を有する企業間での競争がなされるよう留意。

都道府県における発注標準・入札参加条件の
見直し状況について（平成１９年度）

２．上記３３団体の内、発注標準・入札参加条件の見直し項目（複数回答）

４７団体中３３団体

9

13

4

1

12

1

①同様の特性を有する企業間での競争

     a　地域要件の緩和     

b　格付け区分等見直し

③県内企業限定工事の拡大

④混合入札の導入

⑤特定ＪＶで県内企業義務付けをなくす

（39.4％）

（12.1％）

（3.0％）

（27.3％）

（36.4％）

（3.0％）

②入札参加者数の拡大

※導入済みの９団体含む

資料３－７

(平成１９年５月時点)
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